
１　重要な会計方針
　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
    　満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法）で行っている。
　(2) 固定資産の減価償却の方法
  　　固定資産の減価償却方法は、定額法で行っている。
　(3) 引当金の計上基準
      期末手当等引当金
    　職員に対して支給する期末手当等の支出に充てるため、支給見込み額の当該事業年度負担額を計上している。
　(4) 消費税等の会計処理
  　　消費税等の会計処理は税込処理による。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)
科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
基本財産投資有価証券 79,203,549 10,125,788 5,700,000 83,629,337
基本財産普通預金 2,834,729 21,603 0 2,856,332

小計 82,038,278 10,147,391 5,700,000 86,485,669
特定資産
減価償却引当資産 2,582,729 179,925 0 2,762,654
減価償却引当有価証券 7,803,783 647 7,803,136
特定費用準備資金 23,522,400 0 23,522,400 0

小計 33,908,912 179,925 23,523,047 10,565,790
合計 115,947,190 10,327,316 29,223,047 97,051,459

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科目 当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応する額）

基本財産
基本財産投資有価証券 83,629,337 79,345,634 4,283,703 －
基本財産普通預金 2,856,332 2,856,332 0 －

小計 86,485,669 82,201,966 4,283,703 －
特定資産
減価償却引当資産 2,762,654 0 2,762,654 －
減価償却引当有価証券 7,803,136 0 7,803,136 －
特定費用準備資金 0 0 0 －

小計 10,565,790 0 10,565,790 －
合計 97,051,459 82,201,966 14,849,493 －

財務諸表に対する注記



４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)
科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

その他の固定資産
構築物 8,589,100 5,074,249 3,514,851

合計 8,589,100 5,074,249 3,514,851

５　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円)
種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

地方債（大阪） 9,964,942 9,549,000 △ 415,942
国債（177回） 50,912,643 41,343,300 △ 9,569,343
国債（156回） 21,669,766 19,057,153 △ 2,612,613
国債（371回） 8,885,122 8,456,630 △ 428,492

合計 91,432,473 78,406,083 △ 13,026,390

６　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)
内容 金額

基本財産受取利息 375,049
合計 375,049

７　キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引
　　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は、次のとおりである。

金額 金額
現金預金勘定 1,234,818,626円 現金預金勘定 148,267,723円
預入期間が3ヶ月を超える定期預金 0円 預入期間が3ヶ月を超える定期預金 0円
現金及び現金同等物 1,234,818,626円 現金及び現金同等物 148,267,723円

前期末 当期末
内容 内容


